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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，高等学校の学校長の予防教育の認識と対応，機能的なチームの在り
方を明らかにすることであった。本研究により，学校長は生徒指導担当教諭より，環境，カリキュラム，トレー
ニングで学校危機予防の認識が高く，心理教育を継続実施する学校長は，教育課程への位置づけと価値，マネジ
メントによる組織化，変革的能動的リーダーシップ，学校外のネットワーク形成，教員の実践的指導力の形成，
環境づくりの調整を定着で重視することが示された。心理教育継続実施校の事例からは，教育目標に根差す学校
運営をする学校長のリーダーシップ，コーディネーターの忠実性と適合のバランス，学校全体の取組が定着に重
要であると示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to identify and gain insight into the 
perceptions and responses of high school principals to prevention education and the nature of a 
functional team and retention.According to this study, principals have a higher awareness of school 
crisis prevention in terms of environment, curriculum, and training than teachers in charge of 
student guidance. It was shown that emphasis is placed on transformative active leadership, 
formation of networks outside the school, formation of teachers' practical leadership skills, and 
coordination of environment creation.
From a case study of a school that continuously implements psychoeducation, it is suggested that the
 leadership of the principal who manages the school rooted in the educational goals, the balance 
between the loyalty and conformity of the coordinator, and the efforts of the whole school are 
important for establishing the psychoeducation.

研究分野： 学校臨床心理学　臨床発達心理学　学校心理学

キーワード： 学校危機予防　スクールリーダー　ソーシャルスキル・トレーニング　予防教育　チームとしての学校
　コーディネーター　コンサルテーション　高等学校

  １版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，危機予防における学校長の予防教育の認識と対応の実態を明らかにし，機能的なチームの在り方につ
いて事例検討を通して，定着に向けたスクールリーダーの在り方と学校の取組について意義ある知見を得ること
ができた。本研究の結果を踏まえ，心理教育を導入及び継続実施をしていくためのスクールリーダーの認識とし
て重要な視点，定着に向けた機能的なチームとしての高等学校における実践及び定着に向けた知見を寄与したも
のと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 いじめや不登校等の行動を示す児童生徒以外に，対人関係を築けない等の不適応状態を予防
するため，学校ではソーシャルスキル・トレーニング（以下，SST）等の学校危機予防のための
教育が導入されていた。多くの学校では，総合的な学習（探究）の時間や，道徳等の教科や教育
相談等において，スクールワイド，クラスワイドで教師が予防教育を行ってきていたが，実際に
は，予防教育を教育課程に位置付け，系統的に継続して実践する定着までには十分に至っていな
かった。そのため，限定的で単発的な実施や，予防教育の実施時間と実施者，組織体制や研修シ
ステムの確立等，予防教育の実施における問題も指摘され，実践の継続性と定着は，予防教育に
おいて解決すべき重要な課題であった。その解決すべき課題として，学校長のリーダーシップ，
危機予防教育の実践に向けたチームの在り方と連続性，一体性による学校機能の向上の解明，さ
らには，「チームとしての学校」の具現化に伴う予防教育の実施に向けた学校組織体制の構築が
挙げられていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，予防教育としての SST といった心理教育の継続実施を可能とするために，スクー
ルリーダーである学校長の予防教育の認識，そして継続を可能とする予防教育におけるチーム
の在り方，継続実施を可能とするスクールリーダーや管理職，組織の構築やチームとしての対応，
予防教育の継続実施や定着に向けた教育モデルを，高等学校を対象に学校危機予防教育の観点
から検討し，明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（１） 研究１ 
研究１の目的は，高等学校の学校長における学校危機予防の認識の実態把握である。第１研究

では，学校長 41 名を対象に，教育委員会からの学校危機予防に関する通知認識の有無の違いに
焦点を当て，学校危機予防の認識について，Checkpoints for Schools（Varnava，2000，2014）
を尺度に用いて質問紙調査を行った。研究２では，学校長 43名と生徒指導担当教諭 76名を対象
に学校危機予防の認識の違いを第１研究で用いた尺度を用いて比較検討した。 
 

（２） 研究２ 
研究２の目的は，予防教育継続実施校の学校長における定着に対する認識の検討である。予防

教育としての SST を学校に定着させるために，学校長が考える定着に向けたアウトラインを面
接調査により明らかにするため，５名の学校長を対象に半構造化面接を行った。 
 
（３） 研究３ 
研究３の目的は，研究１と２で得た知見を踏まえて実施した SST の効果の検証である。さらに

SST の実践における工夫として，①聴くスキルのルーブリック，②生徒の実態を把握する簡易的
なアセスメント方法を開発し，教育課程に位置付けて高校生１年生を対象に，それぞれの実践に
対する効果の検証を行った。 
 
（４） 研究４  
研究４の目的は，SST を継続実施する高校における定着に向けたームの在り方の検討である。

10 年以上の長期にわたって継続して SST を実施する公立高校１校を対象に，危機予防教育の実
践に向けたチームの在り方と連続性，一体性による学校機能の向上の解明，さらには，「チーム
としての学校」の具現化に伴う予防教育の実施に向けた学校組織体制の構築を明らかにするた
めに事例検討を行った。 
 
４．研究成果 
（１）研究１ 
研究１では２つの研究が行われた。分析の結果，第１研究では，教育委員会からの学校危機予

防教育に関する通知について認識なしと回答した学校長は，学校危機予防における「価値」「予
算」「環境」に含まれる各項目に対する取り組みの認識が低いことが明らかとなった。その一方
で，学校長が安心面への危機予防の必要性がないと判断すれば，マニュアルやプログラムは必要
性がなく，教員への役割指示や組織対応及び研修を行わない可能性が高いと推察され，その場合
は，責任感の育成や予算，設備についても準備が異なってくることが考えられた。第２研究では，
学校長は生徒指導担当教諭よりも，「環境」「カリキュラム」「トレーニング」が高く，学校長は
環境美化や安全・安心といった学校環境，生徒に対する心の教育やコミュニケーションへの対応
と，近年注目されるいじめや不登校に関心が高いことが考えられた。  
 
（２）研究２ 
面接調査で得たデータを M-GTA（質的研究法）で分析した結果，心理教育が学校に定着するた



めに必要と考えた学校長によるモデル化されたアウトラインにとして，「学校方針としての教育
課程への位置づけと価値」「マネジメントによる組織化」「学校長の変革的能動的リーダーシップ」
「学校外とのネットワーク形成」「教員の実践的指導力の形成」「環境づくりの調整」といった６
つのカテゴリーが明らかとなり，それらのカテゴリーを用いてストーリーラインがまとめられ
た。 
 
（３）研究３ 
高校生１年生を対象に①聴くスキルのルーブリック（304 名），②簡易的なアセスメント方法

（320 名）として学校心理学における三段階の心理教育的援助サービスの考え方に基づいた
集団構成の特徴を把握する三段階の評定を用いた SST を実践した。①では，総合的な探求の
時間に実施した６回の SST における３回目の「聴くスキル」でルーブリックによる自己評定を
用いて授業前後に回答を求めた結果，「会話内容の理解度」「話し手に対する共感」「会話への言
動応答」「姿勢・アイコンタクト」「うなずき・あいづち・遮らずに聴く」の５項目すべてにお
いて向上し，具体的な記述語が，生徒に十分な理解や納得を得やすく効果の要因になったと考
えられた。②では，総合的な探求の時間で SST を実施するにあたり，学級集団の構成と課題
を持つ生徒を把握するだけにとどまらず，学級にあわせた SST 実施の工夫や個別支援につ
ながり，学級集団だけでなく個別支援を必要とする生徒に教育効果がみられた。いずれの
実践においても，校長のリーダーシップのもと，教育課程に位置付けた教師による SST の実践
は，教育効果につながる集団と個への支援やその工夫につながることが認められる結果を得る
ことができた。 
 
（４）研究４ 
SST を 10 年以上実施した公立高校１校を対象に事例検討を行った結果，定着における継続実

施を意図し教育目標に根差す学校運営をする校長のリーダーシップ，忠実性と適合のバランス
をもつコーディネーター，学校全体での取り組みが，特に重要であることが示唆された。 
 
以上の研究成果より，本研究の成果は学校危機予防としての心理教育を定着するための学校

長の認識や，定着に向けたスクールリーダーの在り方と学校の取組などについて，高等学校で継
続実施を目指すための知見を得ることができたと考える。今後は，心理教育の定着に至るまでの
学校における円滑なプロセス，導入のフレームワークを解明し，コーディネーター的教員のコン
サルテーションとチームによる組織的対応及びその具現化を明らかにし，定着のためのガイド
ラインの作成が課題となる。 
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